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（注）１．当社は第13期より四半期連結財務諸表を作成していないため、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移

については記載しておりません。 

２．売上高には、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含んでおりません。 

３. 第12期まで連結財務諸表を作成しているため、第12期の営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動による

キャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー並びに現金及び現金同等物の期末残高については記

載しておりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第13期第１四半期
累計（会計）期間 

第12期

会計期間 
  自平成21年３月１日
  至平成21年５月31日 

自平成20年３月１日
  至平成21年２月28日 

売上高（千円）  2,167,900  11,446,734

経常利益（千円）  133,494  1,314,014

四半期（当期）純利益（千円）  70,919  381,277

資本金（千円）  1,080,900  1,080,900

発行済株式総数（株）  123,590  133,020

純資産額（千円）  3,347,855  3,368,263

総資産額（千円）  6,962,474  7,996,552

１株当たり純資産額（円）  29,326.25  29,505.02

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 621.23  3,009.50

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
620.94  3,004.40

１株当たり配当額（円）  －  800

自己資本比率（％）  48.1  42.1

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △261,997  －

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △101,515  －

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △245,374  －

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高  （千円） 
 2,746,244  －

従業員数（人）  829  677
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 当第１四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

  

 連結子会社でありましたディップエージェント株式会社は、平成21年３月１日付けで全事業を当社に譲渡し、同年

３月16日に同社を解散したため、当第１四半期会計期間においては連結しておりません。 

  

  

提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員数であります。 

２．当第１四半期会計期間において、従業員数が152人増加しておりますが、これは主に事業拡大に伴う新卒者  

の採用によるものであります。 

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年５月31日現在

従業員数（人） 829   
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(1）生産実績 

 当社の主たる業務は、インターネットを利用した求人求職情報掲載料の売上であり、提供するサービスには生産

に該当する事項がありませんので、生産実績に関する記載はしておりません。 

(2）受注状況 

 生産実績と同様の理由により、記載を省略しております。 

(3）販売実績 

 当第１四半期会計期間の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

              

 当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

  
当第１四半期会計期間

（自 平成21年３月１日 
至 平成21年５月31日） 

はたらこねっと（千円）  523,132

バイトルドットコム（千円）  1,386,587

ジョブエンジン（千円）  258,181

計 2,167,900 

２【経営上の重要な契約等】
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(1) 業績の状況 

 当第１四半期会計期間におけるわが国の経済情勢は、世界的な金融危機による不況の影響により、企業収益の悪

化や、個人消費の低迷等が継続しており、厳しい景況感の中で推移いたしました。 

 これに伴い、国内の雇用情勢は５月の有効求人倍率が過去最低を更新する等さらに厳しさを増しており、企業の

採用抑制等の影響により当社を取り巻く経営環境は大変厳しい状態が続いております。 

 このような経営環境の中、当社は「営業力」「商品力」及び「組織力」の強化に注力すると共に、求人情報提供

サービスにおける当社媒体のコストパフォーマンスの高さにより、市場における顧客内、エリア内シェアを上げる

ことに努めてまいりましが、雇用情勢悪化の影響を受け、売上高は減少いたしました。 

 しかしながら、厳しさを増す経営環境を想定し当第１四半期会計期間より経費の効果的使用を徹底し、売上高の

減少に耐えうる事業基盤を強化するとともに、収益化を実現すべく様々な施策を実施してまいりました。 

 その結果、当第１四半期会計期間の売上高は21億67百万円、経常利益は１億33百万円、四半期純利益は70百万円

となりました。  

     

(2) キャッシュ・フローの状況  

 当第１四半期会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、27億46百万円となりました。

  

各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果、使用した資金は２億61百万円となりました。これは主に法人税等の支払額３億81百万円が、税

引前四半期純利益１億33百万円を上回ったことによるものであります。 

  

  （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、使用した資金は１億１百万円となりました。これは主に有形固定資産の取得による支出９百万

円及び無形固定資産の取得による支出88百万円によるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果、使用した資金は２億45百万円となりました。これは主に長期借入金の返済による支出１億74百

  万円及び配当金の支払額70百万円によるものであります。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題  

   当第１四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

   

(4) 研究開発活動 

      該当事項はありません。  

  

３【財政状態及び経営成績の分析】
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(1）主要な設備の状況 

  当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

   

(2）設備の新設、除却等の計画 

  当第１四半期会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設等について完了したもの

は、次のとおりであります。 

 （注）１. 完了したソフトウェアには前期においてソフトウェア仮勘定であったものが含まれております。  

    ２. 上記の金額には、消費税等は含んでおりません。 

  

  また、当第１四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  

  

  

第３【設備の状況】

  
事業所名 

（所在地） 
設備の内容 目的

帳簿価額 
（千円） 

データセンター  

（東京都江東区） 
ソフトウェア（注）１

はたらこねっとサイト及びバ

イトルドットコムサイトのリ

ニューアル 

59,567 
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  ①【株式の総数】 

 ②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成21年７月１日からこの四半期報告書提出日までの、新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

 普通株式  426,800

計  426,800

種類 
第１四半期会計期間
末現在発行数（株） 
（平成21年５月31日） 

提出日現在発行（株）
（平成21年７月15日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容

普通株式  123,590  123,590
東京証券取引所 

（マザーズ） 

  

当社は単元株制度は採

用しておりません。 

  

計  123,590  123,590 － － 
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 旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

 （平成15年８月22日臨時株主総会決議 平成15年９月26日発行 第１回新株予約権） 

 （注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により調整します。（１株未満の株式は切捨て） 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

      また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

 分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める調整を行います。 

２．当社が行使価額を下回る払込金額で新株の発行または自己株式の処分をするときは、次の算式により調整し

 ます。（１円未満の端数は切上げ） 

算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数と

します。 

また、株式の分割または株式併合を行う場合、次の算式により調整します。（１円未満の端数は切上げ）  

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新

設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社が必要と認める調整を行います。 

３．平成15年10月22日付けをもって１株を２株に、また平成16年10月20日付けをもって１株を５株に分割してお

ります。これに伴い、株式の数は1株から10株に、新株予約権の行使時の払込金額は１株につき200,000円か

ら20,000円に、それぞれ修正されております。 

（２）【新株予約権等の状況】

  
第１四半期会計期間末現在 
（平成21年５月31日） 

新株予約権の数（個）     41

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 410 （注）１、３ 

新株予約権の行使時の払込金額（円）    １株につき  20,000 （注）２、３ 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年８月23日 

至 平成25年８月21日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   20,000 （注）２、３  

  資本組入額  10,000 （注）２、３  

新株予約権の行使の条件 

①  新株予約権発行時において当社または当社子会社の取

締役及び従業員であった者は、新株予約権行使時におい

ても当社、当社子会社または当社の関係会社の役員また

は従業員であることを要する。ただし、任期満了による

退任、定年退職その他正当な理由のある場合はこの限り

でない。 

②  新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者に

おいて、これを行使することを要する。 

③  その他の権利行使の条件は新株予約権付与契約により

決定するものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項  新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
分割・新規発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率
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 （平成17年５月25日第８期定時株主総会決議 平成17年７月１日発行 第２回新株予約権） 

（注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により調整します。（１株未満の株式は切捨て） 

調整後株式数＝調整前株式数×分割（または併合）の比率 

また、発行日後、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするや

むを得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲内で

調整します。 

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整します。（１円未満の端数は

切上げ） 

また、新株予約権発行以降、当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合は、次

の算式により調整します。（１円未満の端数は切上げ） 

また、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、払込金額の調整を必要とするやむを得ない事

由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲内で調整します。

  
第１四半期会計期間末現在 
（平成21年５月31日） 

新株予約権の数（個）     712

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 712 （注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株につき  304,000 （注）２ 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年５月26日 

至 平成24年５月25日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   304,000 （注）２ 

  資本組入額  152,000 （注）２  

新株予約権の行使の条件  

① 新株予約権者のうち、当社及び当社子会社の取締役、

監査役、従業員については、当該新株予約権の行使時に

おいて当社及び当社子会社の取締役、監査役、従業員の

地位にあることを要する。ただし、任期満了によりもし

くは法令変更に伴い退任した場合または定年で退職した

場合は、なお、その後も権利を行使することができる。

② その他権利行使の条件は、当社と新株予約権者との間

で締結する契約に定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項  新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１ 

分割・併合の比率

  
既発行株式数 ＋

 新規発行（処分）株式数 × １株当たりの払込金額

調整後払込金額＝ 調整前払込金額 ×
１株当たりの時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行(処分)株式数 
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 （平成17年５月25日第８期定時株主総会決議 平成17年12月28日発行 第３回新株予約権） 

（注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により調整します。（１株未満の株式は切捨て） 

          調整後株式数＝調整前株式数×分割（または併合）の比率 

また、発行日後、当社が資本の減少、合併または会社分割を行なう場合等、付与株式数の調整を必要とする

やむを得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲内

で調整します。 

２．新株予約権１個当たりの払込金額は、次により決定される１株当たりの払込金額（以下、「払込金額」とい

う。）に新株予約権１個の株式数を乗じた金額とします。 

払込金額は、新株予約権発行の日の属する月の前月各日（取引が成立しない日を除く。）における当社株式

の東京証券取引所の終値（以下、「終値」という。）の平均値に1.05を乗じた金額（１円未満の端数は切上

げ）とします。ただし、その金額が新株予約権発行の日の前日の終値（取引がない場合は、その日に先立つ

直近日の終値）を下回る場合には、当該終値を払込金額とします。 

なお、新株予約権発行以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により調整します。

（１円未満の端数は切上げ） 

また、新株予約権発行以降、当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合は、次

の算式により調整します。（１円未満の端数は切上げ） 

また、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、払込金額の調整を必要とするやむを得ない事

由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲内で調整します。

  
第１四半期会計期間末現在 
（平成21年５月31日） 

新株予約権の数（個）     170

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 170 （注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 
１株につき  204,488 （注）２ 

新株予約権の行使期間 
        自 平成19年５月26日 

        至 平成24年５月25日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

  発行価格    204,488 （注）２ 

資本組入額   102,244 （注）２ 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者のうち、当社及び当社子会社の取締役、

監査役、従業員については、当該新株予約権の行使時に

おいて当社及び当社子会社の取締役、監査役、従業員の

地位にあることを要する。ただし、任期満了によりもし

くは法令変更に伴い退任した場合または定年で退職した

場合は、なお、その後も権利を行使することができる。

② その他権利行使の条件は、当社と新株予約権者との間

で締結する契約に定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項  新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 

調整後払込金額＝  調整前払込金額 ×
１ 

分割・併合の比率

  
既発行株式数 ＋ 

新規発行（処分）株式数 × １株当たりの払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額× 
１株当たりの時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行(処分)株式数 
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 該当事項はありません。  

  

  

（注）平成21年４月15日開催の取締役会決議により、会社法第178条の規定に基づき、平成21年４月30日付けで自 

   己株式9,430株の消却を実施しております。 

  

   

  当社は、平成21年４月15日開催の取締役会決議により、会社法第178条の規定に基づき、平成21年４月30日

付けで自己株式9,430株の消却を実施いたしました。当該自己株式の消却について、平成21年５月８日付けで

大量保有報告書を提出しております。詳細は下記のとおりです。 

  なお、上記以外の大量保有報告書等の写しの送付等はなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動

は把握しておりません。 

  

  

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

  

 平成21年４月30日  

（注） 

 △9,430  123,590  －  1,080,900  －  －

（５）【大株主の状況】

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ディップ株式会社 東京都港区六本木一丁目６番１号  9,431  7.63
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 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成21年２月28日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。 

  

 ①【発行済株式】  

  （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が３株含まれております。     

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれております。 

  

    ②【自己株式等】 

  （注） 平成21年４月30日に自己株式9,430株の消却を実施した結果、平成21年５月31日現在の当社保有の自己名義所有

株式数は9,431株となっております。  

  

  

 【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

  

   

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当第１四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。

（６）【議決権の状況】

  平成21年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       18,861 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式        114,159  114,159
権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数  133,020 － － 

総株主の議決権 －  114,159 － 

  平成21年２月28日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

ディップ株式会社    
東京都港区六本木一丁目６

番１号 
 18,861  －  18,861 14.2 

計 －  18,861  －  18,861 14.2 

２【株価の推移】

月別 平成21年３月 ４月 ５月

最高（円）  26,800  26,220  24,470

最低（円）  22,160  19,020  19,780

３【役員の状況】
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１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期累計期間（平成21年３月１日から平

成21年５月31日まで）に係る四半期財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受け

ております。 

 なお、有限責任監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって監査法人トー

マツから名称変更しております。 

３．四半期連結財務諸表について 

 当社の連結子会社でありましたディップエージェント株式会社は、平成21年３月１日に全事業をディップ株式

会社に譲渡しており、３月16日付けで解散となり重要性が低下したため、当第１四半期会計期間より四半期連結

財務諸表を作成しておりません。 

  

  

  

  

第５【経理の状況】
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末 
(平成21年５月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年２月28日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,746,244 3,355,131

受取手形及び売掛金 1,530,104 1,914,868

仕掛品 32,131 39,971

その他 613,202 676,709

貸倒引当金 △202,385 △216,967

流動資産合計 4,719,298 5,769,713

固定資産   

有形固定資産 ※  504,539 ※  529,737

無形固定資産 1,023,743 984,556

投資その他の資産   

その他 770,389 754,544

貸倒引当金 △55,496 △41,999

投資その他の資産合計 714,893 712,544

固定資産合計 2,243,176 2,226,838

資産合計 6,962,474 7,996,552

負債の部   

流動負債   

買掛金 40,062 39,950

1年内返済予定の長期借入金 498,800 498,800

前受収益 749,979 1,007,004

賞与引当金 141,134 132,236

その他 406,943 997,898

流動負債合計 1,836,919 2,675,889

固定負債   

長期借入金 1,776,700 1,951,400

その他 1,000 1,000

固定負債合計 1,777,700 1,952,400

負債合計 3,614,619 4,628,289

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,080,900 1,080,900

資本剰余金 1,131,409 1,503,498

利益剰余金 1,507,674 1,528,082

自己株式 △372,128 △744,217

株主資本合計 3,347,855 3,368,263

純資産合計 3,347,855 3,368,263

負債純資産合計 6,962,474 7,996,552
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（２）【四半期損益計算書】 
【第１四半期累計期間】 

（単位：千円）

当第１四半期累計期間 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成21年５月31日) 

売上高 2,167,900

売上原価 187,723

売上総利益 1,980,177

販売費及び一般管理費 ※  1,848,968

営業利益 131,208

営業外収益  

受取利息 193

子会社清算益 4,891

その他 4,414

営業外収益合計 9,500

営業外費用  

支払利息 7,214

営業外費用合計 7,214

経常利益 133,494

税引前四半期純利益 133,494

法人税、住民税及び事業税 65,657

法人税等調整額 △3,081

法人税等合計 62,575

四半期純利益 70,919

2009/07/15 20:12:4708546102_第１四半期報告書_20090715201219



（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第１四半期累計期間 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成21年５月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前四半期純利益 133,494

減価償却費 75,135

のれん償却額 18,134

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,084

賞与引当金の増減額（△は減少） 8,898

受取利息及び受取配当金 △193

支払利息 7,214

子会社清算益 △4,891

売上債権の増減額（△は増加） 373,801

仕入債務の増減額（△は減少） 111

その他の資産の増減額（△は増加） 71,813

その他の負債の増減額（△は減少） △305,484

その他 △247,682

小計 129,266

利息及び配当金の受取額 193

利息の支払額 △10,300

法人税等の支払額 △381,157

営業活動によるキャッシュ・フロー △261,997

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △9,785

無形固定資産の取得による支出 △88,995

敷金及び保証金の差入による支出 △3,076

敷金及び保証金の回収による収入 1,319

その他 △977

投資活動によるキャッシュ・フロー △101,515

財務活動によるキャッシュ・フロー  

長期借入金の返済による支出 △174,700

配当金の支払額 △70,674

財務活動によるキャッシュ・フロー △245,374

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △608,886

現金及び現金同等物の期首残高 3,355,131

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  2,746,244
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第１四半期会計期間

（自 平成21年３月１日 
至 平成21年５月31日） 

１.会計処理基準に関す 

る事項の変更 

(1) 棚卸資産の評価に関する会計基準の適

用 

 「棚卸資産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成18年７月５日

公表分 企業会計基準第９号）を当第１四

半期会計期間から適用し、評価基準につい

ては、原価法から原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）に変更しておりま

す。 

なお、これによる損益に与える影響はあ

りません。 

  

(2) リース取引に関する会計基準等の適用

「リース取引に関する会計基準」（企業会

計審議会第一部会 平成５年６月17日 企

業会計基準第13号、平成19年３月30日改

正）及び「リース取引に関する会計基準の

適用指針」（日本公認会計士協会 会計制

度委員会 平成６年１月18日 企業会計基

準適用指針第16号、平成19年３月30日改

正）を当第１四半期会計期間から早期に適

用し、所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理から通常の売買取引

に係る方法に準じた会計処理に変更してお

ります。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度前

の所有権移転外ファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理を引続き採用しておりま

す。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。 
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当第１四半期会計期間末（平成21年５月31日）及び当第１四半期累計期間（自 平成21年３月１日 至 平成21

年５月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

  普通株式     123,590株 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

  普通株式      9,431株 

  

３．配当に関する事項 

   配当金支払額 

  

４. 株主資本の著しい変動に関する事項 

  平成21年４月15日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、自己株式を消却することを

決議し、次のとおり自己株式を消却いたしました。これにより資本剰余金が372,089千円減少しておりま

す。 

  

 （１）消却した株式の種類    当社普通株式 

 （２）消却した株式の数     9,430株   

 （３）消却実施日        平成21年４月30日   

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第１四半期会計期間末 
（平成21年５月31日） 

前事業年度末 
（平成21年２月28日） 

※ 有形固定資産の減価償却累計額   414,243千円   

  

※ 有形固定資産の減価償却累計額   381,906千円  

  

（四半期損益計算書関係）

当第１四半期累計期間 
（自 平成21年３月１日 
至 平成21年５月31日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は

 次のとおりであります。 

    

  給料手当                      827,725千円 

  賞与引当金繰入額            14,136千円 

         

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期累計期間 
（自 平成21年３月１日 
至 平成21年５月31日） 

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

 表に掲記されている科目の金額との関係 
 
              （平成21年５月31日現在） 

  

    現金及び預金勘定 2,746,244千円

    現金及び現金同等物 2,746,244千円

（株主資本等関係）

  （決議） 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年５月23日 
定時株主総会 

普通株式 91,327 800 平成21年２月28日 平成21年５月25日 利益剰余金 
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当第１四半期会計期間（自 平成21年３月１日 至 平成21年５月31日） 

１．ストック・オプションに係る当第１四半期会計期間における費用計上額及び科目名 

  該当事項はありません。 

  

２．当第１四半期会計期間に付与したストック・オプションの内容 

   該当事項はありません。 

  

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注）１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。 

    該当事項はありません。 

  該当事項はありません。 

   

（ストック・オプション等関係）

（１株当たり情報）

当第１四半期会計期間末 
（平成21年５月31日） 

前事業年度末 
（平成21年２月28日） 

１株当たり純資産額 29,326.25円 １株当たり純資産額 29,505.02円

当第１四半期累計期間 
（自 平成21年３月１日 
至 平成21年５月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 621.23円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
620.94円

  
当第１四半期累計期間

（自 平成21年３月１日 
至 平成21年５月31日） 

１株当たり四半期純利益金額      

四半期純利益（千円）  70,919

普通株主に帰属しない金額（千円）  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  70,919

期中平均株式数（株）  114,159

       

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額      

四半期純利益調整額（千円）  －

普通株式増加数（株）  54

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要 

第２回新株予約権  80個 

普通株式      80株  

 なお、概要は「第４提出会社

の状況、１株式等の状況、

（２）新株予約権等の状況」に

記載のとおりであります。 

 

（重要な後発事象）

２【その他】
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該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成２１年７月１０日

ディップ株式会社     

取締役会 御中     

  有限責任監査法人トーマツ  

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士  中野 眞一  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士  山口 更織  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているディップ株式

会社の平成２１年３月１日から平成２２年２月２８日までの第１３期事業年度の第１四半期累計期間（平成２１年３月１

日から平成２１年５月３１日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ディップ株式会社の平成２１年５月３１日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

      報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 

2009/07/15 20:12:4708546102_第１四半期報告書_20090715201219


	表紙
	目次
	中表紙
	第一部【企業情報】
	第１【企業の概況】
	１【主要な経営指標等の推移】
	２【事業の内容】
	３【関係会社の状況】
	４【従業員の状況】 

	第２【事業の状況】
	１【生産、受注及び販売の状況】 
	２【経営上の重要な契約等】
	３【財政状態及び経営成績の分析】

	第３【設備の状況】 
	第４【提出会社の状況】
	１【株式等の状況】
	（１）【株式の総数等】
	（２）【新株予約権等の状況】 
	（３）【ライツプランの内容】
	（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
	（５）【大株主の状況】
	（６）【議決権の状況】 

	２【株価の推移】
	３【役員の状況】

	第５【経理の状況】
	１【四半期財務諸表】 
	（１）【四半期貸借対照表】 
	（２）【四半期損益計算書】 
	（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

	２【その他】


	第二部【提出会社の保証会社等の情報】
	四半期レビュー報告書

	NextPage0_3-2009/07/15 19:45:026694343: - 1 -
	NextPage0_4-2009/07/15 19:45:031539984: - 2 -
	NextPage0_5-2009/07/15 19:45:031696295: - 3 -
	NextPage0_6-2009/07/15 19:45:031852606: - 4 -
	NextPage0_7-2009/07/15 19:45:032008917: - 5 -
	NextPage0_8-2009/07/15 19:45:032165228: - 6 -
	NextPage0_9-2009/07/15 19:45:032477850: - 7 -
	NextPage0_10-2009/07/15 19:45:032634161: - 8 -
	NextPage0_11-2009/07/15 19:45:032790472: - 9 -
	NextPage0_12-2009/07/15 19:45:032946783: - 10 -
	NextPage0_13-2009/07/15 19:45:033259405: - 11 -
	NextPage0_14-2009/07/15 19:45:033415716: - 12 -
	NextPage0_15-2009/07/15 19:45:033572027: - 13 -
	NextPage0_16-2009/07/15 19:45:033884649: - 14 -
	NextPage0_17-2009/07/15 19:45:034040960: - 15 -
	NextPage0_18-2009/07/15 19:45:034197271: - 16 -
	NextPage0_19-2009/07/15 19:45:034353582: - 17 -
	NextPage0_20-2009/07/15 19:45:034666204: - 18 -
	NextPage0_21-2009/07/15 19:45:034822515: - 19 -


